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【財務書類４表構成の相互関係】

＋ 本年度末歳計外現金

○貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度歳計外現金残高
を足したものと対応します。

○貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資産変動計算書の
期末残高と対応します。

○行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

臨時利益
固定資産等

の変動
前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

うち
現金
預金

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

貸借対照表
行政コスト

計算書
純資産変動

計算書
資金収支
計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

財務書類について 

１ 地方公会計制度導入の目的 

地方公共団体の会計制度は、地方自治法により、その調整方法や処理方法が規定され

ています。これらは「現金主義会計」と呼ばれ、現金の収入と支出の記録に重点を置い

たものとなっています。 

しかし、現金主義会計だけでは、地方公共団体の試算や債務の実態をつかみにくいこ

とから、民間企業で採用されている「発生主義会計」的な考え方を取り入れた決算資料

の作成が求められていました。 

本市では、平成２８年度決算から、総務省から示された「統一的な基準」による財務

書類の作成をすることで、類似団体との比較による財政状況の分析や、予算編成、公共

施設のマネジメントへの活用等を行い、より良い市政運営へつなげて行きます。 

 

 
 

○「発生主義・複式簿記」といった企業会計的要素を取り込むことにより、資産・負債

などのストック情報が把握できる。 

○現金主義の会計制度では見えにくいコストを把握し、自治体の財政状況などをわかり

やすく公表できる。 

○資産・債務の適正管理や有効活用といった、中・長期的な視点に立った自治体運営の

強化が可能になる。 

 

２ 財務書類４表の種類と関連性 

財務書類は「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算

書」の４つの表から構成されています。４表の関係は下図のとおりです。 

 

  

地方公会計の目的 
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３ 財務書類の範囲（令和５年度決算） 

 二本松市における財務書類の範囲は下図のとおりです。 

 

 

 

 

一般会計

土地取得特別会計

安達地方広域行政組合

福島県後期高齢者医療広域連合

福島県市民交通災害共済組合

福島県市町村総合事務組合（消防補償等特別会計）

福島県市町村総合事務組合（消防賞じゅつ金特別会計）

福島県市町村総合事務組合（非常勤職員公務労災補償特別会計）

水道事業会計

下水道事業会計

一

部

事

務
組

合

地

方
公

社

・

第

三

セ
ク

タ
ー

等

安達地域農業振興公社

二本松菊栄会

二本松市振興公社

宅地造成事業会計

連結財務書類

全体財務書類

一般会計等

国民健康保険特別会計（事業勘定）

国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定）

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計

公設地方卸売市場特別会計

茂原財産区特別会計

田沢財産区特別会計

石平財産区特別会計

針道財産区特別会計

小手森財産区特別会計

工業団地造成事業会計
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 111,696,155   固定負債 31,216,467

    有形固定資産 106,524,104     地方債 28,262,676

      事業用資産 43,177,578     長期未払金 -

        土地 19,658,587     退職手当引当金 2,953,791

        立木竹 150,560     損失補償等引当金 -

        建物 70,337,570     その他 -

        建物減価償却累計額 -49,357,760   流動負債 4,953,701

        工作物 10,102,454     １年内償還予定地方債 3,346,476

        工作物減価償却累計額 -8,509,415     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 398,563

        航空機 -     預り金 1,208,662

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 36,170,167

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 795,582   固定資産等形成分 117,286,808

      インフラ資産 62,554,049   余剰分（不足分） -33,214,485

        土地 5,096,205

        建物 3,838,491

        建物減価償却累計額 -2,105,080

        工作物 162,832,582

        工作物減価償却累計額 -107,108,149

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 4,595,736

      物品減価償却累計額 -3,803,259

    無形固定資産 95,014

      ソフトウェア 95,014

      その他 -

    投資その他の資産 5,077,037

      投資及び出資金 1,957,093

        有価証券 3,989

        出資金 1,953,104

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 281,160

      長期貸付金 15,253

      基金 2,895,677

        減債基金 -

        その他 2,895,677

      その他 -

      徴収不能引当金 -72,146

  流動資産 8,546,335

    現金預金 2,805,586

    未収金 152,413

    短期貸付金 -

    基金 5,590,652

      財政調整基金 3,514,897

      減債基金 2,075,755

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -2,317 純資産合計 84,072,323

資産合計 120,242,490 負債及び純資産合計 120,242,490

貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 27,642,228

    その他 -

  臨時利益 18,600

    資産売却益 18,600

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 27,493,668

  臨時損失 167,160

    災害復旧事業費 167,160

  経常収益 879,624

    使用料及び手数料 299,173

    その他 580,451

      社会保障給付 3,964,424

      他会計への繰出金 2,472,575

      その他 452,397

        その他 225,655

    移転費用 13,046,554

      補助金等 6,157,158

      その他の業務費用 327,570

        支払利息 82,473

        徴収不能引当金繰入額 19,442

        維持補修費 816,694

        減価償却費 4,690,756

        その他 -

        その他 799,057

      物件費等 10,452,792

        物件費 4,945,343

        職員給与費 3,348,756

        賞与等引当金繰入額 398,563

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 28,373,292

    業務費用 15,326,738

      人件費 4,546,375

行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 85,864,776 119,661,543 -33,796,768

  純行政コスト（△） -27,642,228 -27,642,228

  財源 25,595,636 25,595,636

    税収等 18,213,509 18,213,509

    国県等補助金 7,382,128 7,382,128

  本年度差額 -2,046,591 -2,046,591

  固定資産等の変動（内部変動） -2,400,961 2,400,961

    有形固定資産等の増加 2,494,436 -2,494,436

    有形固定資産等の減少 -4,690,756 4,690,756

    貸付金・基金等の増加 2,023,032 -2,023,032

    貸付金・基金等の減少 -2,227,673 2,227,673

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 220,572 220,572

  その他 33,566 -194,347 227,913

  本年度純資産変動額 -1,792,453 -2,374,736 582,283

本年度末純資産残高 84,072,323 117,286,808 -33,214,485

純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 1,703,223

本年度歳計外現金増減額 -494,561

本年度末歳計外現金残高 1,208,662

本年度末現金預金残高 2,805,586

    その他の収入 -

財務活動収支 -969,456

本年度資金収支額 -685,897

前年度末資金残高 2,282,821

本年度末資金残高 1,596,924

  財務活動支出 3,205,097

    地方債償還支出 3,205,097

    その他の支出 -

  財務活動収入 2,235,641

    地方債発行収入 2,235,641

    貸付金元金回収収入 600,986

    資産売却収入 18,600

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,249,644

【財務活動収支】

    貸付金支出 593,500

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,267,677

    国県等補助金収入 1,234,246

    基金取崩収入 1,413,844

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,517,321

    公共施設等整備費支出 2,494,436

    基金積立金支出 1,423,489

    投資及び出資金支出 5,895

  臨時支出 167,160

    災害復旧事業費支出 167,160

    その他の支出 -

  臨時収入 65,319

業務活動収支 1,533,203

  業務収入 25,233,280

    税収等収入 18,399,896

    国県等補助金収入 6,082,563

    使用料及び手数料収入 304,888

    その他の収入 445,934

    移転費用支出 13,046,554

      補助金等支出 6,157,158

      社会保障給付支出 3,964,424

      他会計への繰出支出 2,472,575

      その他の支出 452,397

    業務費用支出 10,551,682

      人件費支出 4,490,221

      物件費等支出 5,753,333

      支払利息支出 82,473

      その他の支出 225,655

資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 23,598,236
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一般会計等財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としております。また開始後については、原則として取得原価

とし再調達は行わないこととしております。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としております。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表

価額としております。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化に

より出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。な

お、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当

するものとしております。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。 

② 賞与引当金 

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合（4/6か月）を乗じた額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

おります。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、経常収益その他へ振り替えております。 

④ 損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方

法に従っております。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、臨時利益へ振り替えております。 
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（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の

賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としております。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引によ

り発生する資金の受払いも含んでおります。 

 

（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50 万円（美術品は300 万円）以上の場合に

資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計制度研究会」報告に基づき、「新統一的な基準」への移行を行っ

ております。これに伴い、固定資産台帳の作成に基づく、固定資産の表示等を行っていま

す。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

特になし 

 

（４）重大な災害等の発生 

特になし 

 

（５）その他重要な後発事象 

特になし 
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４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

特になし 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

特になし 

（３）その他主要な偶発債務 

特になし 

 

５．追加情報 

（１） 対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計 

② 土地取得特別会計 

 

（２） 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

特になし 

 

（３） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法235 
条の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（４） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 
（５）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

なし 

 

（６）減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

なし 

 
（７）自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース 

債務金額 なし 
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（８）地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 9.1％ 32.6％ 
 
（９）繰越事業に係る将来の支出予定額 

継続費 108,668 千円 
繰越明許費 701,521 千円 
事故繰越 114,897 千円 

合計 925,086 千円 
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 142,911,756   固定負債 50,262,191

    有形固定資産 134,510,126     地方債等 38,490,153

      事業用資産 43,343,074     長期未払金 -

        土地 19,784,462     退職手当引当金 3,121,215

        立木竹 150,560     損失補償等引当金 -

        建物 70,627,212     その他 8,650,824

        建物減価償却累計額 -49,607,781   流動負債 6,527,566

        工作物 10,102,454     １年内償還予定地方債等 4,488,737

        工作物減価償却累計額 -8,509,415     未払金 393,935

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 434,806

        航空機 -     預り金 1,210,087

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 56,789,757

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 795,582   固定資産等形成分 149,054,451

      インフラ資産 89,571,001   余剰分（不足分） -49,372,851

        土地 6,473,068   他団体出資等分 -

        建物 5,063,481

        建物減価償却累計額 -2,406,225

        工作物 201,459,434

        工作物減価償却累計額 -121,166,981

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 148,224

      物品 6,808,835

      物品減価償却累計額 -5,212,784

    無形固定資産 1,683,041

      ソフトウェア 116,266

      その他 1,566,775

    投資その他の資産 6,718,590

      投資及び出資金 2,571,266

        有価証券 603,989

        出資金 1,967,277

        その他 -

      長期延滞債権 493,267

      長期貸付金 15,253

      基金 3,744,367

        減債基金 -

        その他 3,744,367

      その他 -

      徴収不能引当金 -105,563

  流動資産 13,559,600

    現金預金 7,008,233

    未収金 403,546

    短期貸付金 -

    基金 6,142,695

      財政調整基金 4,066,940

      減債基金 2,075,755

    棚卸資産 12,566

    その他 -

    徴収不能引当金 -7,440

  繰延資産 - 純資産合計 99,681,600

資産合計 156,471,357 負債及び純資産合計 156,471,357

全体貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

全体行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 40,493,043

    業務費用 18,252,799

      人件費 5,004,902

        職員給与費 3,706,950

        賞与等引当金繰入額 434,806

        退職手当引当金繰入額 13,703

        その他 849,442

      物件費等 12,612,687

        物件費 5,880,244

        維持補修費 965,236

        減価償却費 5,767,207

        その他 -

      その他の業務費用 635,210

        支払利息 252,524

        徴収不能引当金繰入額 20,890

        その他 361,797

    移転費用 22,240,244

      補助金等 17,823,225

      社会保障給付 3,964,424

      その他 452,595

  経常収益 2,450,457

    使用料及び手数料 1,731,084

    その他 719,373

純経常行政コスト 38,042,587

  臨時損失 167,160

    災害復旧事業費 167,160

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 67,898

    資産売却益 18,600

    その他 49,297

純行政コスト 38,141,849
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【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 101,083,721 151,728,956 -50,645,234 -

  純行政コスト（△） -38,141,849 -38,141,849 -

  財源 36,056,977 36,056,977 -

    税収等 22,466,863 22,466,863 -

    国県等補助金 13,590,114 13,590,114 -

  本年度差額 -2,084,872 -2,084,872 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,906,602 2,906,602

    有形固定資産等の増加 3,127,755 -3,127,755

    有形固定資産等の減少 -6,169,506 6,169,506

    貸付金・基金等の増加 2,395,019 -2,395,019

    貸付金・基金等の減少 -2,259,870 2,259,870

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 186,792 186,792

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 495,958 45,306 450,652

  本年度純資産変動額 -1,402,121 -2,674,504 1,272,383 -

本年度末純資産残高 99,681,600 149,054,451 -49,372,851 -

全体純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計

-13-



【様式第4号】

（単位：千円）

全体資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 34,339,205

    業務費用支出 12,098,961

      人件費支出 4,930,353

      物件費等支出 6,562,501

      支払利息支出 252,524

      その他の支出 353,584

    移転費用支出 22,240,244

      補助金等支出 17,823,225

      社会保障給付支出 3,964,424

      その他の支出 452,595

  業務収入 37,109,849

    税収等収入 22,522,318

    国県等補助金収入 12,290,549

    使用料及び手数料収入 1,717,029

    その他の収入 579,953

  臨時支出 167,160

    災害復旧事業費支出 167,160

    その他の支出 -

  臨時収入 114,616

業務活動収支 2,718,100

【投資活動収支】

  投資活動支出 5,473,660

    公共施設等整備費支出 3,079,171

    基金積立金支出 1,595,094

    投資及び出資金支出 5,895

    貸付金支出 793,500

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,380,818

    国県等補助金収入 1,234,246

    基金取崩収入 1,428,588

    貸付金元金回収収入 600,986

    資産売却収入 104,905

    その他の収入 12,093

投資活動収支 -2,092,842

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,212,377

    地方債等償還支出 4,212,377

    その他の支出 -

  財務活動収入 2,780,997

    地方債等発行収入 2,695,072

    その他の収入 85,925

前年度末歳計外現金残高 1,703,223

本年度歳計外現金増減額 -494,561

本年度末歳計外現金残高 1,208,662

本年度末現金預金残高 7,008,233

財務活動収支 -1,431,380

本年度資金収支額 -806,122

前年度末資金残高 6,605,693

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 5,799,571
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全体会計財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としております。また開始後については、原則として取得原価

とし再調達は行わないこととしております。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としております。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表

価額としております。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化に

より出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。な

お、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当

するものとしております。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。 

② 賞与引当金 

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合（4/6か月）を乗じた額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

おります。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、経常収益その他へ振り替えております。 

④ 損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方

法に従っております。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、臨時利益へ振り替えております。 
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（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の

賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としております。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引によ

り発生する資金の受払いも含んでおります。 

 

（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50 万円（美術品は300 万円）以上の場合に

資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計制度研究会」報告に基づき、「新統一的な基準」への移行を行っ

ております。これに伴い、固定資産台帳の作成に基づく、固定資産の表示等を行っていま

す。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

特になし 

 

（４）重大な災害等の発生 

特になし 

 

（５）その他重要な後発事象 

特になし 
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４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

特になし 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

特になし 

（３）その他主要な偶発債務 

特になし 

 

５．追加情報 

（１） 対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計 

② 土地取得特別会計 

③ 国民健康保険特別会計（事業勘定） 

④ 国民健康保険特別会計（直進診療施設勘定） 

⑤ 後期高齢者医療特別会計 

⑥ 介護保険特別会計（保険事業勘定） 

⑦ 介護保険特別会計（介護サービス勘定） 

⑨ 公設地方卸売市場特別会計 

⑩ 工業団地造成事業会計 

⑪ 宅地造成事業会計 

⑫ 水道事業会計 

⑬ 下水道事業会計 

⑭ 茂原財産区特別会計 

⑮ 田沢財産区特別会計 

⑯ 石平財産区特別会計 

⑰ 針道財産区特別会計 

⑱ 小手森財産区特別会計 
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（２） 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

特になし 

 

（３） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法235 
条の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（４） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 
（５）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

なし 

 

（６）減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

なし 

 

（７）自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース 

債務金額 なし 
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 149,347,086   固定負債 50,569,395

    有形固定資産 140,041,795     地方債等 38,797,357

      事業用資産 48,546,263     長期未払金 -

        土地 21,556,825     退職手当引当金 3,121,215

        立木竹 150,560     損失補償等引当金 -

        建物 79,076,301     その他 8,650,824

        建物減価償却累計額 -54,760,226   流動負債 6,740,198

        工作物 10,436,583     １年内償還予定地方債等 4,568,783

        工作物減価償却累計額 -8,744,636     未払金 435,927

        船舶 365     未払費用 597

        船舶減価償却累計額 -365     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 482,499

        航空機 -     預り金 1,250,481

        航空機減価償却累計額 -     その他 1,911

        その他 53,123 負債合計 57,309,593

        その他減価償却累計額 -17,849 【純資産の部】

        建設仮勘定 795,582   固定資産等形成分 155,627,815

      インフラ資産 89,571,001   余剰分（不足分） -49,295,752

        土地 6,473,068   他団体出資等分 -

        建物 5,063,481

        建物減価償却累計額 -2,406,225

        工作物 201,459,434

        工作物減価償却累計額 -121,166,981

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 148,224

      物品 8,383,662

      物品減価償却累計額 -6,459,131

    無形固定資産 1,695,543

      ソフトウェア 126,529

      その他 1,569,014

    投資その他の資産 7,609,748

      投資及び出資金 2,571,298

        有価証券 603,999

        出資金 1,967,299

        その他 -

      長期延滞債権 493,378

      長期貸付金 15,253

      基金 4,572,680

        減債基金 -

        その他 4,572,680

      その他 62,703

      徴収不能引当金 -105,563

  流動資産 14,294,570

    現金預金 7,544,392

    未収金 428,462

    短期貸付金 -

    基金 6,280,729

      財政調整基金 4,204,974

      減債基金 2,075,755

    棚卸資産 41,491

    その他 6,936

    徴収不能引当金 -7,440

  繰延資産 - 純資産合計 106,332,063

資産合計 163,641,656 負債及び純資産合計 163,641,656

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

    資産売却益 19,968

    その他 51,053

純行政コスト 47,474,981

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 1,733

  臨時利益 71,021

  臨時損失 169,430

    災害復旧事業費 167,160

    資産除売却損 537

    使用料及び手数料 1,803,988

    その他 1,594,630

純経常行政コスト 47,376,571

      社会保障給付 3,964,424

      その他 482,676

  経常収益 3,398,618

        その他 577,171

    移転費用 29,559,648

      補助金等 25,112,548

      その他の業務費用 853,343

        支払利息 255,283

        徴収不能引当金繰入額 20,890

        維持補修費 1,193,127

        減価償却費 6,162,398

        その他 -

        その他 1,030,035

      物件費等 14,358,776

        物件費 7,003,250

        職員給与費 4,448,960

        賞与等引当金繰入額 482,499

        退職手当引当金繰入額 41,928

  経常費用 50,775,189

    業務費用 21,215,541

      人件費 6,003,422

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 107,355,165 157,779,569 -50,424,405 -

  純行政コスト（△） -47,474,981 -47,474,981 -

  財源 45,234,327 45,234,327 -

    税収等 25,578,423 25,578,423 -

    国県等補助金 19,655,904 19,655,904 -

  本年度差額 -2,240,654 -2,240,654 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,917,905 2,917,905

    有形固定資産等の増加 3,233,440 -3,233,440

    有形固定資産等の減少 -6,565,235 6,565,235

    貸付金・基金等の増加 2,722,703 -2,722,703

    貸付金・基金等の減少 -2,308,812 2,308,812

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 186,792 186,792

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 1,799 1,063 737 -

  その他 1,028,961 578,296 450,665

  本年度純資産変動額 -1,023,101 -2,151,754 1,128,652 -

本年度末純資産残高 106,332,063 155,627,815 -49,295,752 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 1,704,098

本年度歳計外現金増減額 -494,512

本年度末歳計外現金残高 1,209,586

本年度末現金預金残高 7,544,392

財務活動収支 -1,468,647

本年度資金収支額 -989,344

前年度末資金残高 7,323,413

比例連結割合変更に伴う差額 737

本年度末資金残高 6,334,806

    地方債等償還支出 4,298,772

    その他の支出 4,260

  財務活動収入 2,834,386

    地方債等発行収入 2,748,461

    その他の収入 85,925

    資産売却収入 106,273

    その他の収入 12,093

投資活動収支 -2,504,124

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,303,032

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,397,786

    国県等補助金収入 1,237,713

    基金取崩収入 1,440,722

    貸付金元金回収収入 600,986

  投資活動支出 5,901,910

    公共施設等整備費支出 3,178,658

    基金積立金支出 1,923,857

    投資及び出資金支出 5,895

    貸付金支出 793,500

    災害復旧事業費支出 167,160

    その他の支出 1,701

  臨時収入 117,852

業務活動収支 2,983,427

【投資活動収支】

    税収等収入 25,633,925

    国県等補助金収入 18,351,392

    使用料及び手数料収入 1,789,981

    その他の収入 1,454,741

  臨時支出 168,861

    移転費用支出 29,559,648

      補助金等支出 25,112,548

      社会保障給付支出 3,964,424

      その他の支出 482,676

  業務収入 47,230,040

    業務費用支出 14,635,957

      人件費支出 5,890,306

      物件費等支出 7,917,423

      支払利息支出 255,283

      その他の支出 572,945

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 44,195,604

-22-



連結会計財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としております。また開始後については、原則として取得原価

とし再調達は行わないこととしております。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としております。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表

価額としております。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化に

より出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。な

お、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当

するものとしております。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

おります。 

 

（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の

賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としております。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引によ

り発生する資金の受払いも含んでおります。 
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（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50 万円（美術品は300 万円）以上の場合に

資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計制度研究会」報告に基づき、「新統一的な基準」への移行を行っ

ております。これに伴い、固定資産台帳の作成に基づく、固定資産の表示等を行っていま

す。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

特になし 

 

（４）重大な災害等の発生 

特になし 

 

（５）その他重要な後発事象 

特になし 

 

４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

特になし 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

特になし 

（３）その他主要な偶発債務 

特になし 
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５．追加情報 

（１） 対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計：全部連結 

② 土地取得特別会計：全部連結 

③ 国民健康保険特別会計（事業勘定）：全部連結 

④ 国民健康保険特別会計（直進診療施設勘定）：全部連結 

⑤ 後期高齢者医療特別会計：全部連結 

⑥ 介護保険特別会計（保険事業勘定）：全部連結 

⑦ 介護保険特別会計（介護サービス勘定）：全部連結 

⑧ 公設地方卸売市場特別会計：全部連結 

⑨ 工業団地造成事業会計：全部連結 

⑩ 宅地造成事業会計：全部連結 

⑪ 水道事業会計：全部連結 

⑫ 下水道事業会計：全部連結 

⑬ 茂原財産区特別会計：全部連結 

⑭ 田沢財産区特別会計：全部連結 

⑮ 石平財産区特別会計：全部連結 

⑯ 針道財産区特別会計：全部連結 

⑰ 小手森財産区特別会計：全部連結 

⑱ 安達地方広域行政組合（一般会計）：比例連結 

⑲ 安達地方広域行政組合（地域振興事業特別会計）：比例連結 

⑳ 福島県後期高齢者医療広域連合（一般会計）：比例連結 

㉑ 福島県後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会計）：比例連結 

㉒ 福島県市民交通災害共済組合：比例連結 

㉓ 福島県市町村総合事務組合（一般会計）：比例連結 

㉔ 福島県市町村総合事務組合（消防補償等特別会計）：比例連結 

㉕ 福島県市町村総合事務組合（消防賞じゅつ金特別会計）：比例連結 

㉖ 福島県市町村総合事務組合（非常勤職員公務災害補償特別会計）：比例連結 
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㉗ 一般財団法人安達地域農業振興公社：比例連結 

㉘ 一般財団法人二本松菊栄会：全部連結 

㉙ 株式会社二本松市振興公社：全部連結 

 

（２） 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

特になし 

 

（３） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法235 
条の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（４） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 
（５）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

なし 

 

（６）減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

なし 

 
（７）自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース 

債務金額 なし 
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【財務書類用語・科目説明】

財務書類用語

用語 説明

財務書類
主に貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支
計算書の４表と、これらに関連する事項についての附属明細書で構
成される書類。

貸借対照表

基準日（会計年度末）時点における市の財政状態（資産・負債・純
資産の残高および内訳）を表示したもの。
市が、現在どれだけの資産を有しているか、その資産はどのような
財源で賄われているか、将来世代が負担する額はどのくらいあるか
が明らかになる。

行政コスト計算書

会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの。企業会計の損益
計算書にあたる。
会計期間内の行政活動について税収等で賄うべきコスト（純行政コ
スト）が明らかになる。

純資産変動計算書
会計期間中の純資産（及びその内部構成）の変動を表示したもの。
企業会計の株主資本等変動計算書にあたる。

資金収支計算書
会計期間中の現金の流れを表示した書類。企業会計のキャッシュ・
フロー計算書にあたる。
資金の増減要因が明らかになる。

現金主義会計
現金の収支に着目した会計処理原則。公金の適正な出納管理に有効
である一方、現金支出を伴わないコスト（減価償却費、退職手当引
当金等）の把握ができない。

単式簿記 経済取引の記帳を現金の収入・支出として一面的に行う手法。

発生主義会計
経済事象の発生に重きを置いた会計。現金支出を伴わないコスト
（減価償却費、退職手当引当金等）の把握が可能となる。

複式簿記
経済取引の記帳を借方と貸方に分けて二面的に行う手法。資産や負
債などのストック情報の把握（見える化）が可能となる。

資産
学校、道路など将来の世代に引継ぐ社会資本や、基金など将来現金
化が可能な財産。

負債 地方債や退職手当引当金など将来の世代の負担となるもの。

純資産 過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくて良い財源。
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１　貸借対照表

貸借対照表（借方）科目 説明

【資産の部】 学校、道路などの社会資本や、将来現金化が可能な財産

  固定資産 土地や建物など長期にわたって使用される資産

    有形固定資産 形を有する資産

      事業用資産 有形固定資産のうち、インフラ資産及び物品以外のもの

        土地 庁舎、学校、教育施設、公営住宅等の土地

        立木竹 地面から生えている木や竹

        建物 庁舎、学校、教育施設、公営住宅等の建物

        建物減価償却累計額 建物に計上した減価償却費の累計額

        工作物 駐車場、広場、防火水道等

        工作物減価償却累計額 工作物に計上した減価償却費の累計額

        船舶 ボート等

        船舶減価償却累計額 船舶に計上した減価償却費の累計額

        浮標等 浮標、浮桟橋等

        浮標等減価償却累計額 浮標等に計上した減価償却費の累計額

        航空機 飛行機等

        航空機減価償却累計額 航空機に計上した減価償却費の累計額

        その他減価償却累計額 その他事業用資産に計上した減価償却費の累計額

        建設仮勘定 建設中もしくは製作中の事業用資産

      インフラ資産 道路、河川、公園、上下水道施設等

        土地 インフラ資産施設が存する土地

        建物 インフラ資産施設の建物

        建物減価償却累計額 建物に計上した減価償却費の累計額

        工作物 道路、公園、下水道等

        工作物減価償却累計額 工作物に計上した減価償却費の累計額

        その他 インフラ資産のうち科目の無い資産

        その他減価償却累計額 その他インフラ資産に計上した減価償却費の累計額

        建設仮勘定 建設中もしくは製作中のインフラ資産

      物品 車両、事務用機器、美術品等

      物品減価償却累計額 物品に計上した減価償却費の累計額

    無形固定資産 形の無い資産、権利等

      ソフトウェア 研究開発費に該当しないソフトウェアの取得・制作費

      その他 ソフトウェアを除く無形固定資産

    投資その他の資産 投資及び出資金、長期延滞債権、長期貸付金、基金等

      投資及び出資金 有価証券、出資金等

        有価証券 株券、公債証券などの債権等

        出資金 公有財産として管理されている出資など

        その他 有価証券、出資金を除く投資及び出資金

      投資損失引当金 投資及び出資金の評価額が著しく低下した際に計上する引当金

      長期延滞債権 滞納繰越調定の収入未済分

      長期貸付金 貸付金のうち流動資産に区分されるもの以外

      基金 基金のうち流動資産に区分されるもの以外

        減債基金 地方債償還のための積立金で流動資産に区分されるもの以外

        その他 減債基金及び財政調整基金以外の基金

      その他 上記以外のその他の資産

      徴収不能引当金 長期延滞債権の徴収不能実積率などにより算定した引当金
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貸借対照表（借方）科目 説明

  流動資産 通常１年以内に現金化及び費用化できる資産

    現金預金 現金及び預金、歳計外現金

    未収金 現年度に調定し現年度収入未済のもの

    短期貸付金 貸付金のうち翌年度に償還期限が到来するもの

    基金 減債基金及び財政調整基金のうち流動資産に区分されるもの

      財政調整基金 財政の健全な運営のための積立金

      減債基金 地方債償還のための積立金

    棚卸資産 売買を目的として保有する資産

    その他 上記及び徴収不能引当金以外の流動資産

    徴収不能引当金 長期延滞債権の徴収不能実積率などにより算定した引当金

貸借対照表（貸方）科目 説明

【負債の部】 地方債など返済する必要がある金額で将来の世代の負担となるもの

  固定負債 支払期限が１年を超えて到来する負債

    地方債 地方公共団体が発行した地方債のうち償還予定が１年超のもの

    長期未払金
債務負担行為で確定債務とみなされるもの及びその他の確定債務の
うち流動負債に区分されるもの以外のもの

    退職手当引当金 将来支払う退職金のうち、当年度末に支払うべき金額

    損失補償等引当金
損失補償債務等のうち将来自治体の負担となる可能性がある場合の
引当金

    その他 上記以外の固定負債

  流動負債 支払期限が１年内に到来する負債

    １年内償還予定地方債 地方債のうち１年以内に償還を予定しているもの

    未払金 支払い義務が確定しているもののうち未払いのもの

    未払費用 既に提供された役務に対して未払いのもの

    前受金
代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を行っていな
いもの

    前受収益 未だ提供していない役務に対して支払いを受けたもの

    賞与等引当金
翌年度支払うことが予定されている賞与等のうち、当該年度負担分
の員額

    預り金 歳計外現金の残高

    その他 上記以外の流動負債

【純資産の部】 現在までの世代が負担した金額で返済する必要がない財源

  固定資産等形成分
金銭以外の形態で保有される固定資産形成のために充当した資源の
蓄積。地方公共団体が調達した資源を充当して資産形成を行った場
合、その資産の残高

  余剰分（不足分）
金銭の形態で保有される地方公共団体の費消可能な資源の蓄積。マ
イナスの場合、基準日時点における将来の金銭必要額を示す

２　行政コスト計算書

行政コスト計算書科目 説明

  経常費用 毎会計年度に経常的に発生する費用

    業務費用

      人件費

        職員給与費 職員等に対して勤労の対価や報酬として支払われる費用
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行政コスト計算書科目 説明

        賞与等引当金繰入額 賞与等引当金の当該会計年度発生額

        退職手当引当金繰入額 退職手当引当金の当該会計年度発生額

        その他 上記以外の人件費

      物件費等

        物件費
旅費、委託料、消耗品や備品購入費といった消費的性質の経費であ
り、資産計上されないもの

        維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費など

        減価償却費 使用による摩耗や経年劣化等に伴う資産価値減少額

        その他 上記以外の物件費など

      その他の業務費用

        支払利息 地方債などにかかる支払利息

        徴収不能引当金繰入額 徴収不能引当金の当該会計年度発生額

        その他 上記以外のその他の業務費用

    移転費用

      補助金等 各種団体への補助金など

      社会保障給付 社会保障給費としての扶助費など

      他会計への繰出金 他会計への繰出金

      その他 上記以外の移転費用

  経常収益 毎会計年度に計上的に発生する収益

    使用料及び手数料
一定の財やサービスの対価として、使用料・手数料の形態で徴収す
る金銭

    その他 上記以外の経常収益

純経常行政コスト 経常費用から経常収益を差し引いた行政コスト

  臨時損失 臨時に発生する費用

    災害復旧事業費 災害復旧にかかる費用

    資産除売却損
資産の売却による収入が帳簿価格を下回る場合の差額、または除却
した資産の除却時の帳簿価格

    投資損失引当金繰入額 投資損失引当金の当該会計年度発生額

    損失補償等引当金繰入額 損失補償等引当金の当該会計年度発生額

    その他 上記以外の臨時損失

  臨時利益 臨時に発生する収益

    資産売却益 資産の売却による収入が帳簿価格を上回る場合の差額

    その他 上記以外の臨時利益

純行政コスト すべての費用からすべての収益を差し引いた行政コスト

３　純資産変動計算書

純資産変動計算書科目 説明

前年度末純資産残高 前年度末の純資産残高

  純行政コスト（△） 行政コスト計算書で計算された費用に対する財源措置

  財源 純資産の財源

    税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税など

    国県等補助金 国庫支出金及び県支出金など

  本年度差額 財源から純行政コストを差し引いた額
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純資産変動計算書科目 説明

  固定資産等の変動（内部変動） 有形固定資産の増加や減少、貸付金・基金等の増加や減少

    有形固定資産等の増加
有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加額また
は有形固定資産及び無形固定資産の形成のために支出した金額

    有形固定資産等の減少
有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売却によ
る減少額または有形固定資産及び無形固定資産の売却収入（元本
分）、除却相当額

    貸付金・基金等の増加
貸付金・基金等の形成等による保有資産の増加額または新たな貸付
金・基金等のために支出した金額

    貸付金・基金等の減少
貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の償還収
入及び基金の取崩収入相当額

  資産評価差額 有価証券などの評価差額

  無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等

  その他 上記以外の純資産及びその内部更正の変動

  本年度純資産変動額
「本年度差額」＋「資産評価差額」＋「無償所管換等」＋「その
他」

本年度末純資産残高 「前年度末純資産残高」＋「本年度純資産変動額」

４　資金収支計算書

資金収支計算書科目 説明

【業務活動収支】

  業務支出

    業務費用支出

      人件費支出 職員給料、議員報酬、退職金などの支出

      物件費等支出 物件費や維持補修費などの支出

      支払利息支出 地方債などにかかる利息の支出

      その他の支出 上記以外の業務費用支出

    移転費用支出

      補助金等支出 各種団体への補助金等にかかる支出

      社会保障給付支出 社会保障給付としての扶助費などにかかる支出

      他会計への繰出支出 他会計への繰出にかかる支出

      その他の支出 上記以外の移転費用支出

  業務収入

    税収等収入 住民税や固定資産税などの収入

    国県等補助金収入 国県等補助金のうち業務支出の財源に充当した収入

    使用料及び手数料収入
地方公共団体がその活動として一定の財やサービス提供の対価によ
る収入

    その他の収入 上記以外の業務収入

  臨時支出

    災害復旧事業費支出 災害復旧事業費にかかる支出

    その他の支出 上記以外の臨時支出

  臨時収入

業務活動収支
（「業務収入」－「業務支出」）＋（「臨時収入」－「臨時支
出」）
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資金収支計算書科目 説明

【投資活動収支】

  投資活動支出

    公共施設等整備費支出 有形固定資産などの形成に係る支出

    基金積立金支出 基金の積立てにかかる支出

    投資及び出資金支出 投資及び出資金にかかる支出

    貸付金支出 貸付金にかかる支出

    その他の支出 上記以外の投資活動支出

  投資活動収入

    国県等補助金収入 国県等補助金のうち投資活動支出の財源に充当した収入

    基金取崩収入 基金の取崩しによる収入

    貸付金元金回収収入 貸付金にかかる元金回収収入

    資産売却収入 資産の売却による収入

    その他の収入 上記以外の投資活動収入

投資活動収支 「投資活動収入」－「投資活動支出」

【財務活動収支】

  財務活動支出

    地方債償還支出 地方債の償還にかかる支出

    その他の支出 上記以外の財務活動支出

  財務活動収入

    地方債発行収入 地方債発行による収入

    その他の収入 上記以外の財務活動収入

財務活動収支 「財務活動収入」－「財務活動支出」

本年度資金収支額 「業務活動収支」＋「投資活動収支」＋「財務活動収支」

前年度末資金残高 前年度末の資金残高

本年度末資金残高 「前年度末資金残高」＋「本年度資金収支額」

前年度末歳計外現金残高 前年度末の歳計外現金の残高

本年度歳計外現金増減額 本年度の歳計外現金の増減額

本年度末歳計外現金残高 「前年度末歳計外現金残高」＋「本年度歳計外現金増減額」

本年度末現金預金残高 「本年度末資金残高」＋「本年度末歳計外現金残高」
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